
主要事業評価シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

事業費

総人件費

項 08:教育研究費

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ - 目 01:教育研究費

施 策 の 大 綱 04:子育てと子どもの成長を支える環境の充実 財
務
科
目

会計 01:一般会計

基 本 施 策 01:子どもたちの豊かな学びと成長 款 10:教育費

施 策 の 方 向

②
目
的
・
概
要

対象 経済的理由等で家庭での学習環境が整いにくい中学生

目
的

家庭の学習環境が厳しい児童生徒の学力向上や学習習慣の確立をめざし、子どもたちの意思に沿った進路保障に
つなげる。

概
要

生活困窮等により、家庭での学習環境が厳しいと考えられる児童生徒に対し、教育課程以外の時間に、教員免許所
有者（OB含む）を中心とする講師グループを構成し、学習支援を行う。また、定期テスト前や長期休業中の集中講座
や、必要に応じて家庭訪問学習を行う。

事業予定期間 27 - 年度 主な根拠法令要綱等 生活困窮者自立支援法

①
基
本
事
項

計画コード 事業名 部名 教育委員会事務局

17082 生活困窮者自立支援事業（学習支援事業） 課名 学校教育課 教育支援Ｇ

施
策
体
系

05:すべての子どもの学びを支える教育の推進

〇講師（ＯＢ教員免許所有者）の配置（24
名）
〇「学習教室」の開設・学習指導（127回）

事
業
費

計
画
額

事業費 3,900千円 3,900千円 3,900千円
国庫支出金 1,890千円

年
度
実
績

〇講師（ＯＢ教員免許所有者）の配置（23
名）
〇「学習教室」の開設・学習指導（131回）

地方債

その他

1,890千円 1,890千円
県支出金

一般財源 2,010千円 2,010千円 2,010千円

予
算
額

事業費 3,087千円 2,887千円
国庫支出金

地方債
その他

1,543千円 1,443千円
県支出金

一般財源 1,544千円 1,444千円 0千円

決
算
額

① 1,943千円 2,481千円
国庫支出金

地方債
その他

971千円 1,240千円
県支出金

所要人員 0.20 0.20

一般財源 972千円 1,241千円 0千円
② 1,570千円 1,568千円 0千円

一般職員

会計年度任用職員等 0千円 0千円 0千円
総コスト（①＋②） 3,513千円 4,049千円 0千円

1,570千円 1,568千円 0千円人
件
費

受益者負担率 0.0% 0.0% 0.0%

③
　
事
業
の
計
画
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度

年
度
計
画

○講師（OB教員免許所有者）の配置
○「学習教室」の開設・学習指導

○講師（OB教員免許所有者）の配置
○「学習教室」の開設・学習指導

○講師（OB教員免許所有者）の配置
○「学習教室」の開設・学習指導



　

（参考：前期基本計画期間（H29-R3）における評価履歴） ■令和２年度予算額（事業費）の内訳

④
指
標

令和元年度 令和２年度 令和３年度

①
40

3中学校区における学習教室への申込者数の合計 実績値 34 28
単位 人 人

名称 学習教室への参加人数
成
果

計画値 35 37

人
120 120

3中学校区での実施回数の合計（定期テスト前の集中教室含
む）

実績値 131 127
単位 回 回 回

名称 対象生徒への勧誘回数
活
動

計画値 3

②

名称 学習教室実施回数
活
動

計画値 120

臨時休校や新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、６月からの実施となった。６月１３日から毎週土
曜日に実施した。コーディネーターの学校訪問後、担任の先生より対象生徒に対して個別に声かけをしたり、
１学期、２学期末の保護者懇談会において対象生徒に参加をすすめたりした。全体で２８名の参加者があっ
た。延べ５７１人の生徒が年間１２７回開催された教室に参加することが出来た。

まずまず実施できた

成
果

【成果は順調に上がったか】

回 回

⑤
事
業
の
改
善

前
回
評
価

【前回評価の対応方針の概要を記入】
家庭環境的に、保護者の後押しや支援が難しい等、出席しにくい生徒に対して、学校と連携を図りながら、学校の保護者懇談会で
の声かけをするなど、きめ細かく支援をしていく必要がある。

改
善
行
動

【前回評価の対応方針を踏まえ、どのような措置を講じたか】
教育委員会の担当者より出席しにくい生徒やその家庭に連絡をとったり、保護者懇談会等で担任の先生より参加を促したりした。

③
3 3

各中学校保護者懇談会を活用した対象生徒への勧誘回数 実績値 3 3
単位 回

⑦
今
後
の
対
応
方
針

課
題

【課題は何か】

今
後
の
方
向
性

一人あたりの参加率が向上したために、延べ参加人数は、令和元年度の３８０人から、
５７１人に増加となったが、限られた生徒の参加になっている。各教室から遠い自宅の
生徒が、参加しにくい現状がある。

対
応

【課題に対し、どのように対応するか】

⑥
事
業
の
評
価

評価

教育委員会の担当者より出席しにくい生徒や保護者に連絡をとったり、保護者懇談会
等で担任の先生より参加を促したりする。家庭環境等の変化により参加しにくくなる生
徒もいるため、学校と連携を図りながら、支援を行う必要がある。また、テスト前に実施
するなど、参加者のニーズに対応していく必要がある。さらに、生徒対象の体験教室な
どと実施する。訪問型支援について検討する。

【その他の場合、その内容を記載】

効
果

【対応することで、どのような効果が期待できるか】
学力保障につながると考えられる。支援を必要とする家庭や生徒の学力・進路保障に
つなげることができる。

対応時期 令和３年度

Ｂ
生徒一人に対してほぼ一人の講師スタッフが指導にあたることができ、それぞれの生徒のニーズに応じて個
別に丁寧な指導がなされた。校区によっては、定期テスト前など、土曜日以外にも実施し、継続的に学習教室
に参加することで、学習習慣が身についたり、学習意欲が高まったりした生徒がいた。

まずまず成果を得た

（判定）

活
動

【計画どおりに実施できたか】

Ｂ

判
定

活動 B B B B

【１次評価者】 教育委員会事務局　学校教育課　教育支援グループリーダー　前田　亜弓

【最終評価者】 教育委員会事務局　学校教育課長　宇野　勉

H29 H30 R1 R2 R3
千円

令和２年度の最終予算額 2,887 千円
令和３年度への繰越額 千円

予算額（事業費） 2,887 千円

成果 B B B B

内
訳

令和元年度からの繰越額

拡大

現状維持

縮小

廃止

その他


